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表－13　様式一覧表
	様　式
	様　式　名
	宅地造成等規制法
	省　令
	細　則

	 様式第一
	裁決申請書
	 第７条第１項
	 第３条
	

	 様式第二
	宅地造成に関する工事の
許可申請書
	 第８条第１項
	 第４条
	

	 様式第三
	宅地造成に関する工事の
完了検査申請書
	 第13条第１項
	 第27条
	

	 様式第四
	届出書
	 第15条第１項
	 第29条
	

	 様式第五
	届出書
	 第15条第２項
	 第29条
	

	 様式第六
	届出書
	 第15条第３項
	 第29条
	

	 様式第１号
	宅地造成工事許可標識
	
	
	第６条

	 様式第２号
	宅地造成工事一部完了検
査済標識
	
	
	第10条第４項

	 様式１
	宅地造成工事着手届
	
	
	第５条

	 様式２
	軽微変更届
	 第12条第２項
	第26条
	第７条

	 様式３
	工事の中止（再開・廃
止）届
	
	
	第８条

	 様式４
	宅地造成工事一部完了検
査申請書
	
	
	第10条第１項

	 様式５
	届出工事の完了届
	
	
	第11条第４項

	 様式６
	宅地造成に関する工事の
変更許可申請書
	第12条第１項
	第25条















	




様式第一　裁決申請書（省令第３条）
	
裁　　決　　申　　請　　書

 　　　　　　　　　　　　　　　　　裁決申請者　住所
       　　　　    　　　　　　　　　　　　　　氏名

 　　　　　　　　　　　　　　　　　相　手　方　住所
         　　　　　  　　　　　　　　　　　　　氏名

 　　宅地造成等規制法第７条第１項の規定による損失の補償について協議が成立
しないので、下記により裁決を申請します。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　記
 　１　損失の事実
 　２　損失の補償の見積り及びその内訳
 　３　協議の経過

 　　　年　　月　　日

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　裁決申請者　住所
           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                     

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

	
［注意］
１　「損失の事実」については、発生の場所及び時期をあわせて記載すること。
２　「損失の補償の見積り及びその内訳」については、積算の基礎を明らかにすること。
３　「協議の経過」については、経過の説明のほか、協議が成立しない事情を明らかにすること。
４　裁決申請者又は相手方が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。




様式第二　宅地造成に関する工事の許可申請書（省令第４条）
	 正      　　　　　宅地造成に関する工事の許可申請書

	
	宅地造成等規制法第８条第１項本文の規定による許可を
申請します。
　　　 年　　月　　日
　　　　　　　 　　様

　　　　　　　　　　　申請者　氏名                   
	※手数料欄
	

	
	１　造成主住所氏名
	
	

	
	２　設計者住所氏名
	
	

	
	３　工事施行者住所氏名
	
	

	
	４　宅地の所在及び地番
	
	

	
	５　宅地の面積
	平方メートル
	

	
	６

工

事

の

概

要
	 (
イ
)切土又は盛土をする土地の面積
	平方メートル
	

	
	
	ロ 切土又は盛土の土量
	切　　土
	立方メートル
	

	
	
	
	盛　　土
	立方メートル
	

	
	
	ハ 擁　　　　　　 壁
	番　　号
	構　　造
	高　　さ
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	メートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ニ 排　 水　 施　 設
	番　　号
	構　　造
	内法寸法
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	センチメートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ホ 崖面の保護の方法
	
	

	
	
	 (
ヘ
)工事中の危害防止の   ための措置
	
	

	
	
	ト その他の措置
	
	

	
	
	チ 工事着手予定年月日
	                  年           月　　　　　日
	

	
	
	リ 工事完了予定年月日
	                  年           月　　　　　日
	

	
	
	ヌ 工程の概要
	
	

	
	７　その他必要な事項
	
	

	
	※受　付　欄
	※決　　裁　　欄
	 (
※
) 　許可に当たって
　 　 付した条件
	※許可番号欄
	

	
	     年  月  日
	
	
	   年　 月　 日
	

	
	第         号
	
	
	  第      　 号
	

	
	 係員氏名
	
	
	  係員氏名
	

	



	
副      　　　　　宅地造成に関する工事の許可通知書

	
	※
許
可
通
知
欄
	この申請書及び添付図書に記載の宅地造成に関する工事については、
下記の条件を付して許可しましたので通知します。
　許可番号　　　第　　　号
　　　　　年　　　月　　日

                  　　　　　　　　　　盛岡市長　               印

	

	
	
	条件　　裏面のとおり
	

	
	１　造成主住所氏名
	
	

	
	２　設計者住所氏名
	
	

	
	３　工事施行者住所氏名
	
	

	
	４　宅地の所在及び地番
	
	

	
	５　宅地の面積
	平方メートル
	

	
	６

工

事

の

概

要
	 (
イ
)切土又は盛土をする土地の面積
	平方メートル
	

	
	
	ロ 切土又は盛土の土量
	切　　土
	立方メートル
	

	
	
	
	盛　　土
	立方メートル
	

	
	
	ハ 擁　　　　　　 壁
	番　　号
	構　　造
	高　　さ
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	メートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ニ 排　 水　 施　 設
	番　　号
	構　　造
	内法寸法
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	センチメートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ホ 崖面の保護の方法
	
	

	
	
	 (
ヘ
)工事中の危害防止の   ための措置
	
	

	
	
	ト その他の措置
	
	

	
	
	チ 工事着手予定年月日
	                  年           月　　　　　日
	

	
	
	リ 工事完了予定年月日
	                  年           月　　　　　日
	

	
	
	ヌ 工程の概要
	
	

	
	７　その他必要な事項
	
	

	
	〔注意〕
１　本申請に係る宅地造成に関する工事が都市計画法（昭和43年法律第 100号）第29条第１項又は第２項の開発許可を要するものである場合には、開発許可を受けることにより宅地造成等規制法第８条第１項本文の許可は不要となります。
２　※印のある欄は記入しないでください。
３　２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、○印を付し、かつ、資格を有することを証明するに足る資料を本申請書に添付してください。
４　３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。
５　７欄は、宅地造成に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。
６　申請者、造成主、設計者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。

	

	


様式第二　宅地造成に関する工事の許可通知書（省令第４条）

（裏面）

条件





付記

１　この処分について不服がある場合は、この許可通知書を受け取った日の翌日から起算して３月以内に市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分の取消しの訴えは、この許可通知書を受け取った日の翌日から起算して６月以内に市を被告として提起することができます。


様式第三　宅地造成に関する工事の完了検査申請書（省令第27条）
	

宅地造成に関する工事の完了検査申請書



 　  宅地造成等規制法第13条第１項の規定による検査を申請します。



 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

 　　　　　　　　　　　様



 　　　　　　　　　　　　　　　　　　造成主　住所

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                     

	
	 １　工事完了年月日
	  　　　　　　　　年　　　月　　　日
	

	
	 ２　許可番号
	  　第　　　　　　号
	

	
	 ３　許可年月日
	  　　　　　　　　年　　　月　　　日
	

	
	 　　工事をした土地の所
 ４
　　 在及び地番
	
	

	
	 ５　工事施行者住所氏名
	
	

	
	 ６　備              考
	
	

	
〔注意〕　造成主又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。






様式第四　届出書（省令第29条）
	

届　　　　出　　　　書


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

 　　　　　　　　　　　様



 　　　　　　　　　　　　　　　　　　造成主　住所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                     


宅地造成等規制法第15条第１項の規定により、下記の工事について届け出
ます。



記






	
	 　　工事をしている土地
 １
     の所在及び地番
	
	

	
	 　　工事をしている土地
 ２
     の面積
	
                                 　平方メートル
	

	
	 ３　工事着手年月日
	  　　　　　　　　年　　　月　　　日
	

	
	 ４　工事完了予定年月日
	              　　年　　　月　　　日
	

	
	 ５　工事の進捗状況
	
	

	
〔注意〕　造成主が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。




様式第五　届出書（省令第29条）
	

届　　　　出　　　　書


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

 　　　　　　　　　　　様



 　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                     


宅地造成等規制法第15条第２項の規定により、下記の工事について届け出
ます。




記





	
	 　　工事が行われる土地
 １
     の所在及び地番
	
	

	
	 　　行おうとする工事
 ２
     の種類及び内容
	
	

	
	 ３　工事着手年月日
	  　　　　　　　　年　　　月　　　日
	

	
	 ４　工事完了予定年月日
	              　　年　　　月　　　日
	

	
〔注意〕　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。




様式第六　届出書（省令第29条）
	

届　　　　出　　　　書


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
 　　　　　　　　　　　様

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                     


  　　宅地造成等規制法第15条第３項の規定により、下記のとおり届け出ます。




記






	
	 　　転用した土地の所在
 １
     及び地番
	
	

	
	 ２　転用した土地の面積
	                              　　平方メートル
	

	
	 ３　転用前の用途
	
	

	
	 ４　転用後の用途
	
	

	
	 ５　転用年月日
	              　　年　　　月　　　日
	

	
〔注意〕　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。




様式第１号　宅地造成工事許可標識(細則第６条関係)

 (
100センチメートル
)

	宅　地　造　成　工　事　許　可　標　識
許可の年月日及び番号　　　　　年　　月　　日　　　第　　　号
	 (
80センチメートル
)

	造成主の住所又は所在地並びに氏名又は名称及び代表者氏名
	　
	

	工事施行者の住所又は所在地並びに氏名又は名称及び代表者氏名
	　
	

	工事現場管理者氏名
	　
	

	工事の名称及び目的
	　
	

	工　　事　　期　　間
	年　　月　　日から
年　　月　　日まで
	

	宅地造成地の所在地番
	　
	

	造成地面積
	㎡
	

	工事許可権者
	盛岡市長
	

	　
	　
	　
　
	 (
80センチメートル
)　



様式第２号　宅地造成工事一部完了検査済標識(細則第10条関係)

 (
100センチメートル
)

	宅地造成工事一部完了検査済標識
	 (
80センチメートル
)

	造成主の住所又は所在地並びに氏名又は名称及び代表者氏名
	　
	

	検査済証の交付年月日及び番号
	　　　　　年　　　月　　　日　　　　　第　　　号
	

	宅地造成地の面積
	　
	

	検査済工事
	検査面積
	
	

	
	宅地造成地の所在地番
	
	

	検査年月日
	　　　　　年　　　月　　　日
	

	一部完了検査を受けた土地の見取図
	
	

	検査済証交付権者
	盛岡市長
	

	　
	　
	　
　
	 (
80センチメートル
)　



様式１　宅地造成工事着手届（細則第５条関係）
	
宅　地　造　成　工　事　着　手　届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　盛岡市長　　　　　　　　　様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び代表者氏名　　　　　　　　　　


　盛岡市宅地造成等規制法施行細則第５条の規定により、次のとおり届け出ます。
	許可の年月日及び番号
	　　　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　号

	工事着手年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	工　事
施行者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称及び代表者氏名
	





備考　用紙の大きさ　日本産業規格Ａ４
様式２　軽微変更届（省令第26条・細則第７条関係）
	
宅地造成工事計画軽微変更届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　盛岡市長　　　　　　　　　様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び代表者氏名　　　　　　　　　　


　宅地造成等規制法第12条第２項に該当する事項について、盛岡市宅地造成等規制法施行細則第７条の規定により、次のとおり届け出ます。
	許可の年月日及び番号
	　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　号

	宅地造成地の所在地番
	

	変更の理由
	

	変更の内容
	


備考　計画の変更を明らかにする図書を添付してください。


備考　用紙の大きさ　日本産業規格Ａ４
様式３　工事の中止（再開・廃止）届（細則第８条関係）
	
工事の中止（再開・廃止）届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　盛岡市長　　　　　　　　　様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び代表者氏名　　　　　　　　　　


　盛岡市宅地造成等規制法施行細則第８条の規定により、次のとおり届け出ます。
	許可の年月日及び番号
	　　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　　号

	届出事項
	　１　工事の中止　　　　　２　工事の再開
　３　工事の廃止

	工事の中止、再開又は廃止の年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	工事の中止又は廃止後の措置
	





備考　用紙の大きさ　日本産業規格Ａ４
様式４　宅地造成工事一部完了検査申請書（細則第10条関係）
	
宅地造成工事一部完了検査申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　盛岡市長　　　　　　　　　様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び代表者氏名　　　　　　　　　　


　盛岡市宅地造成等規制法施行細則第10条第１項の規定により、次のとおり一部完了検査を申請します。
	許可の年月日及び番号
	　　　　年　　　月　　　日　　第　　　号

	宅地造成地の所在地番
	

	工事施行者の住所又は所在地並びに氏名又は名称及び代表者氏名
	

	宅地造成地の面積
	㎡

	一部完了工事
	面積
	㎡

	
	宅地造成地の所在地番
	

	
	工事を完了した施設等の概要
	

	
	完了年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	一部完了申請箇所図
	別添のとおり





備考　用紙の大きさ　日本産業規格Ａ４
様式５　届出工事の完了届（細則第11条関係）
	
届　出　工　事　の　完　了　届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　盛岡市長　　　　　　　　　様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び代表者氏名　　　　　　　　　　


　盛岡市宅地造成等規制法施行細則第11条第４項の規定により、次のとおり届け出ます。
	工事完了年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	受付の年月日及び番号
	　　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　号

	工事をした土地の所在地番
	

	工事施行者の住所又は所在地並びに氏名又は名称及び代表者氏名
	





備考　用紙の大きさ　日本産業規格Ａ４
様式６　宅地造成に関する工事の変更許可申請書（規則第25条関係）
	 正      　　　　　宅地造成に関する工事の変更許可申請書

	
	宅地造成等規制法第12条第１項の規定による許可を申請
します。
　　　 年　　月　　日
　盛岡市長　　　　　　　　　様

　　　　　　　　申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　　
	※手数料欄
	

	
	１　宅地の所在及び地番
	
	

	
	２　宅地の面積
	平方メートル
	

	
	３

工

事

の

概

要
	 (
イ
)切土又は盛土をする土地の面積
	平方メートル
	

	
	
	ロ 切土又は盛土の土量
	切　　土
	立方メートル
	

	
	
	
	盛　　土
	                        立方メートル
	

	
	
	ハ 擁　　　　　　 壁
	番　　号
	構　　造
	高　　さ
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	メートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ニ 排　 水　 施　 設
	番　　号
	構　　造
	内法寸法
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	センチメートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ホ 崖面の保護の方法
	
	

	
	
	 (
ヘ
)工事中の危害防止の   ための措置
	
	

	
	
	ト その他の措置
	
	

	
	
	チ 工程の概要

	
	

	
	４
	宅地造成に関する工事
の許可年月日及び番号
	　　　　　年　　月　　日
	

	
	５　変更の理由
	
	

	
	６　その他必要な事項
	
	

	
	※受　付　欄
	※決　　裁　　欄
	 (
※
) 　許可に当たって
　 　 付した条件
	※許可番号欄
	

	
	     年  月  日
	
	
	     年　 月　 日
	

	
	第        号
	
	
	   第       　 号
	

	
	 係員氏名
	
	
	 係員氏名
	

	


備考　用紙の大きさ　日本産業規格Ａ４

	
副      　　　　　宅地造成に関する工事の変更許可通知書

	
	※
許可
通
知
欄
	この申請書及び添付図書に記載の宅地造成に関する工事については、
下記の条件を付して許可しましたので通知します。
変更許可番号　　　第　　　号
　　　　　年　　　月　　日

                  　　　　　　　　　　盛岡市長　               印
	

	
	
	条件　　裏面のとおり
	

	
	１　宅地の所在及び地番
	
	

	
	２　宅地の面積
	平方メートル
	

	
	３

工

事

の

概

要
	 (
イ
)切土又は盛土をする土地の面積
	平方メートル
	

	
	
	ロ 切土又は盛土の土量
	切　　土
	立方メートル
	

	
	
	
	盛　　土
	立方メートル
	

	
	
	ハ 擁　　　　　　 壁
	番　　号
	構　　造
	高　　さ
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	メートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ニ 排　 水　 施　 設
	番　　号
	構　　造
	内法寸法
	延　　長
	

	
	
	
	
	
	センチメートル
	メートル
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ホ 崖面の保護の方法
	
	

	
	
	 (
ヘ
)工事中の危害防止の   ための措置
	
	

	
	
	ト その他の措置
	
	

	
	
	チ 工程の概要
	
	

	
	４
	宅地造成に関する工事
の許可年月日及び番号
	　　　　　年　　月　　日
	

	
	５　変更の理由
	
	

	
	６　その他必要な事項
	
	

	
	〔注意〕
１　※印のある欄は記入しないでください。
２　６欄は、宅地造成に関する工事の計画の変更に伴い、他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。
３　申請者、造成主、設計者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。
４　１欄、２欄及び３欄は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
	

	



備考　用紙の大きさ　日本産業規格Ａ４

（裏面）

条件





付記

１　この処分について不服がある場合は、この許可通知書を受け取った日の翌日から起算して３月以内に市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分の取消しの訴えは、この許可通知書を受け取った日の翌日から起算して６月以内に市を被告として提起することができます。




